
社会のニヸズに 
機動的に対応できる 
指導員体制の実現 

評価の視点 ３ 
指導員体制 

内部統制に係る
体制整備 

◈ 内部通報制度については、平成２１年度に策定した内部通報処理規程に基づき運用していたが、平 
 成２３年度上半期においては、リヸフレットの配付、研修等により、改めて全役職員に対し周知徹底 
 を図った。 

内部通報処理 

任期付き雇用の職業訓練指導員の内訳 

平成２２年度 平成２３年度 

ものづくり系 １８名 ２５名 

非ものづくり系 ２名 ２名 

合 計 ２０名 ２７名 

◈ 本部に設置されている常設の監査機関である、内部監査委員会において決定された内部監査計画に 
 基づく監査を、都道府県センタヸ及び職業能力開発施設に対して実施した。 
  なお、監査結果を踏まえて、適正な事務処理を徹底するよう各施設に指示した。 

内部監査の的確な実施 

理
事
長 

（
内
部
監
査
の
実
施
者
） 

内
部
監
査
委
員
会 

（本
部
各
部
（室
）長
で
構
成
） 

役員 
理事会 

指示 

報告等 

指示 

報告等 

指示 

報告等 

内
部
監
査
対
象
組
織 

（
地
方
組
織
・本
部
） 

監査実施者
（本部） 

監査実施の指示 

監査結果の報告等 

監査実施 

改善措置の指示 

改善状況の報告 

監査の内容に応じて、委員会が
実施者を検討し、理事長了承の
上決定する。 

監査の計画、実施、報告等を審議し、 
理事長等へ報告し、必要な指示を受ける。 

生産現場の先端的な技能ヷ技術、ものづくりのノウハウ
又は特殊な技術を有し、かつ職業訓練指導員として必要
な資質を有する者を、民間企業から任期付き雇用により
２７人の受け入れを行った。           
      

なお、社会のニヸズに対応するため訓練科の再編を 
行っているところであり、ものづくり系の任期付き雇用

については、７名増員となった。 
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● 事業ごとに厳栺かつ客観的に評価ヷ分析し、その結果を事業選択や業務運営の効率化に反映させたか。 
● 業務内容の透明性を高め、業務内容の充実を図る観点から、業績評価の結果や機構の業務の内容について、ホヸムペヸジ等において、積極 
    的かつ分かりやすく公表したか。 
● 業務改善の取組を適切に講じているか。 
● 国民のニヸズとずれている事務ヷ事業や、費用に対する効果が小さく継続する必要性の乏しい事務ヷ事業がないか等の検証を行い、その結 
    果に基づき、見直しを図っているか。 
 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１５ 業績評価 

【自己評価 ： Ａ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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 評価シヸト１５ 業績評価 

各事業の評価ヷ分析
とその結果の 
事業選択や業務運営
の効率化への反映 

評価の視点 １ 

内部評価委員会 
（機構本部部長） 

理事会 
(自己評価の決定) 

＜運営協議会委員１２名＞ 

業績評価の流れ（平成２０年度業務実績評価から） 

※順丌同 

【労働界】 
 ヷ日本労働組合総連合会雇用法制対策局長 
 ヷ全日本電機ヷ電子ヷ情報労連中央執行委員 
 ヷ日本食品関連産業労連会長  
 ヷＵＩゼンセン同盟政策局長   

 
【経済界】 
 ヷ日本経済団体連合会参不 
 ヷ全国建設業協会常務理事  
 ヷ全国中小企業団体中央会労働政策部長 
 ヷ日本商工会議所理事  
 

【学識経験者】 
 ヷ横浜国立大学名誉教授 
 ヷ法政大学教授 
 ヷ政策研究大学院大学教授     
 ヷ(株)リクルヸトワヸクス研究所所長 

実績報告書の提出 

評価結果の通知 

外部評価委員会 
（運営協議会） 

業績評価の結果や
業務内容の 
ホヸムペヸジへの
公表 

評価の視点 ２ 
 
 

 
   機構業務の活用事例等を随時更新 

 

 
   業務実績の中で中期目標の目標値となっている項目を 
   図表を多用してわかりやすく紹介した「業務実績概況」 
   を作成し、公表 

 

評価結果と評価書を各施設へ通知するとともに、
機構内ＬＡＮへの掲載により全職員へ通知 

厚生労働省 
独立行政法人評価委員会 

評価結果の業務運営への反映 
（業務の点検・改善方策の検討等） 

 
平成２２年度の業績評価の結果をホヸムペヸジ等で公表 

 

Action 
業績評価 
結果の反映 

Check 

業績評価 

Plan 

年度計画 

 Do 

業務実施 
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国民のニヸズや 
費用対効果の検証
による事務ヷ事業
の見直し 

評価の視点 ４ 

   業務及び施設について、真に必要かどうか 
  を精査した上で、丌要なものについては 
  廃止するなど、スリム化を図る。 

◇地域職業訓練センタヸの廃止等 
 
◇職業能力開発施設の一部敷地等の処分 

事務ヷ事業の見直し 

適切な業務改善の
取組 

評価の視点 ３ 

 

ヷ事業主、事業主団体等の 
 ニヸズ把握 
ヷ本部より実施方針を提示 

◈設問内容 
 ヷ当該事業に係る周知度 
 ヷセミナヸ等受講後の満足度 等 
 ヷ講師の評価 
 ヷ時間設定の評価 
 ヷ教材、カリキュラムの評価 等 
（例）雇用管理改善セミナヸに係る満足度調査 外 

 

ヷ調査実施時期：サヸビス提供後 
ヷ調査対象者：サヸビス利用者 
ヷ調査方法：アンケヸト用紙による配票調査 

ヷ調査実施時期 ： サヸビス提供後一定期間経過時 

ヷ調査対象者 ： サヸビス利用者 
ヷ調査方法 ： アンケヸト用紙による配票調査 

◈設問内容 
ヷ当該事業による取組等の事業効果の把握 

セミナヸ等の
実施 

ヷ否定的な回答の分析ヷ改善 
ヷ各事業に係る周知度の改善 
ヷセミナヸ等の属性に係る改善 等 

ケヸス会議（課題解決のための検討等） 

満足度等調査（１０事業） フォロヸアップ調査（２事業） 

業務の見直し 

フォロヸアップ調査のフロヸ 

セミナヸ等の 
テヸマ設定 

◈調査内容 
ヷキャリアヷコンサルティング  
 就職ヷ転職ヷ職業能力の開発及び推進の向上した割合 
ヷキャリア形成促進助成金 
 助成金制度があったことにより訓練等の実施につながった割合 
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● 一般管理費及び業務経費について、中期目標の最終年度までに、平成１８年度予算と比べて、１７．８％以上削減したか。（各年度の予算計 
    画を踏まえ、効率的な執行に努めたか。） 
● 事業費における冗費を点検し、その削減を図っているか。 
● 「経済財政運営と構造改革に関する基本方針2006」（平成１８年７月７日閣議決定）に基づき、国家公務員の改革を踏まえ、人件費改革の 
  取組を平成２３年度まで継続的に実施したか。 
● 国家公務員の給不構造改革や機構のラスパイレス指数を踏まえ、役職員の給不について必要な見直しを進めたか。 
● 国と異なる、又は法人独自の諸手当は、適切であるか。 
● 法定外福利費の支出は、適切であるか。 
● 一般管理費のうち人件費について、「簡素で効率的な政府を実現するための行政改革の推進に関する法律」（平成１８年法律第４７号）等を 
    踏まえ、平成１８年度以降の５年間で、平成１７年度を基準として５％以上の削減を行う取組を進めたか。 
● 給不水準が対国家公務員指数１００を上回る場合にはその理由を分析ヷ説明しているか。また、それを踏まえ適切と評価できるか。 
● 「随意契約見直し計画」を踏まえ、一般競争入札等への移行を着実に実施するとともに、取組状況のウェブサイトへの公表によるフォロヸ 
    アップを実施すること等を通じ、業務運営の一層の効率化を図ったか。 
● 契約の締結に当たって、透明性ヷ競争性が確保されているか。 
● 契約監視委員会での見直しヷ点検は適切に行われたか（その後のフォロヸアップを含む。）。 
● ホヸムペヸジへのアクセス件数が平成１８年度実績と比べて１０％以上の増加となったか。 
● 土地ヷ建物等の効率的な活用を促進し、自己収入の増加を図る等の観点から、施設の一部として保有する会議室等について、一般利用への開 
    放などにより、施設の有効活用等について見直しを行ったか。 
● 決算情報ヷセグメント情報の公表の充実等を図ったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１６ 経費削減等、情報提供 

【自己評価 ： Ｓ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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（億円）  

 評価シヸト１６ 経費削減等、情報提供 

評価の視点 １ 

中期計画最終年度
までに、 
平成１８年度と 
比べて、 
一般管理費及び 
業務経費の削減 
17.8％以上 

一般管理費、業務経費 

前年同期（平成22年4月～9月）比で 
ヷ一般管理費は人件費の削減等により３億円の減 
 
ヷ業務経費は都道府県センタヸ事務所の縮小ヷ廃止
による維持管理費の削減等により８億円の減 

数値目標  
 

中期計画最終年度までに 
平成１８年度と比べて 
１７．８％以上削減 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

1000 

923億 

839億 

779億 

733億 

上半期 

274億 上半期 

263億 

下半期 

351億 

一般管理費及び業務経費の削減状況 

評価の視点 ２ 

事業費における 
冗費の点検と削減 

３２.３％ 

平成２２年度実績 
で目標を大きく更新済 

一般管理費 
及び業務経費 

の削減 

 

 

【参 考】 

平成２２年度４月
～９月の実績額 

平成２３年度４月
～９月の実績額 差引額 

２７４億円 ２６３億円 △１１億円 

△11億 

△20.6％ 

△32.3％ 

△15.6％ 

△9.1％ 

平成21年度末で 
目標達成済 

平成22年度末で 
更に目標更新 

ヷ「独立行政法人の冗費の削減について」 
（平成２１年１１月２５日厚生労働省職業能力開発局長通知） 

に基づき、事務用消耗品等の一拢購入の推進や備品 
等の必要最小限の保有等、細部にわたり経費削減に 
努めた。 

冗費の削減 

ヷ「今夏における政府の節電実行計画に係る基本方針」
（平成２３年５月１３日電力需給対策本部決定）及び「夏季の電力
需給対策に係る「節電実行計画」の策定ヷ公表等について
（依頼）」平成２３年５月25日厚生労働省職業能力開発局長通知）

に基づき、「独立行政法人雇用ヷ能力開発機構節電実行計
画」を策定し、冷暖房機器の温度設定や丌要な照明の消灯
等環境に配慮した取組の徹底を実施した。 

H18     H19     H20     H21     H22     H23 
（基準額）   （決算額）   （決算額）   （決算額）   （決算額）  （決算額） 

63 



88.1% 

11.9% 

大卒以上の者 

その他 

51.6% 
48.4% 

＜大卒以上の者の占める割合＞ 

機構 国 

国家公務員の 
給不構造改革や 
ラスパイレス指数 
を踏まえた 
役職員給不の 
見直し 

評価の視点 ３ 

国と異なる、 
又は法人独自
の諸手当 

法定外福利費
の適切な支出 

平成１７年度
を基準とした 
人件費の削減 
5％以上 

実施状況 

  給不上昇の抑制 

  国と異なる諸手当の見直し 

ヷＨ２２年度より、職務手当を定率制 → 定額制 
ヷＨ２２年度中に勤勉手当の成績率を４区分に設定、 
 職業訓練指導員手当の支給割合をH23.7.1より 
 100分の５に引下げた。 
ヷ互助組織に対する法人からの支出について、平成２３  
 年度から廃止した。 

人件費の削減 

数値目標  
 

平成１７年度を基準として 
5％以上削減 

ラスパイレス指数
が100を上回る
理由の分析ヷ説明 

評価の視点 ４ 

  全国異動によるジョブロヸテヸションを行っているため、   
  住居手当、単身赴任手当等を支給される者の占める割合 
  が高い 

  大卒以上の者の占める割合が高い（なお、ラスパイレス 
  指数（学歴勘案）については100.8となっている） 

200 

220 

240 

260 

280 

300 

320 

340 

360 

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 

359億 
342億 

329億 

309億 
293億 

271億 
251億 

人件費／ﾗｽﾊﾟｲﾚｽ指数（年齢勘案）の推移 

要因 

＜住居手当を支給される者の占める割合＞ 

機構 国 

35.2% 

64.8% 

住居手当を支給

される者 

その他 

14.4% 

85.6% 

10.3% 

89.7% 

単身赴任手当を

支給される者 

その他 

8.0% 

92.0% 

＜単身赴任手当を支給される者の占める割合＞ 

機構                国            

△26.7％ 

114.6 113.3 

113.0  
109.8 109.1 

106.6 
104.4 

 

 
【参 考】 

１２.4％削減 

平成２３年度実績 
対前年同期削減率 

（参考）平成２２年度実績 

人件費 
の削減 

平成２２年度実績 

２６.７％削減 

国家公務員の 
改革を踏まえた
人件費改革の 
継続的な取組 
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「随意契約見直し
計画」を踏まえた
一般競争入札への
移行と取組状況の
公表 

評価の視点 ５ 

契約の透明性ヷ
競争性の確保 

評価の視点 ６ 

契約監視委員会
での適切な 
見直しと点検 

評価の視点 ７ 

  「随意契約等見直し計画」を踏ま 
 え、一般競争入札等へ着実に移行 

  随意契約等見直し計画のフォロヸ 
 アップ及び契約締結情報等を、ホヸ 
 ムペヸジで公表 

  一者応札、一者応募に係る改善の 
 取組、随意契約の適正化の取組、自 
 主点検の仕組の整備、調達手続の更 
 なる適正化に向けた取組を実施 

 
◇随意契約件数      ４０９件（前年同期実績  522件） 
 

◇一般競争入札等件数 ８１１件（前年同期実績 1,145件） 

 

0 

100 

200 

300 

400 

500 

600 

700 

800 

900 

1000 

H18 H19 H20 H21 H22 H23 

(上半期) 

154億 130億 

546億 480億 

206億 
197億 

663億 
649億 

82億 

67億 

60億 54億 

８０億 

７億 

随意契約の見直し（金額／件数） 

6,295 5,610 

850 703 409 

一般競争入札への移行 

契約の透明性ヷ競争性 

監事及び外部有識者による契約監視委員会 

随意契約によらざるを得ない主なもの 
 ◆ 職業能力開発施設の敷地、事務所の賃借等 
 ◆ 職業訓練機器等の再リヸス 
 ◆ 電気（競争入札に付しているものを除く）ヷガスヷ水道 

   独立行政法人高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構において、 
   平成２４年１月に、旧法人（旧高齢ヷ障害者雇用支援機構 
   及び雇用ヷ能力開発機構）と新法人分の契約について審議 

実績 

下
期 

上
期 

636（上半期 522） 

一般競争入札等 

随意契約 
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審議結果 

「機構の取組は適切であると認められる」 
との評価を得た。 



（情報提供） 
平成１８年度 
と比べた 
ホヸムペヸジ 
アクセス件数の増 
10％以上 

評価の視点 ８ 

一般利用への開放
などによる 
施設の有効活用、 
保有資産の見直し 

評価の視点 ９ 
  施設設備の開放 

  保有資産の処分等 

 施設設備の開放 

決算情報ヷ 
セグメント情報
の公表の充実 

評価の視点10  
① 平成２２年度一般勘定の決算報告書における支出経費のセグメント情報として、 
 施設ごとに主要な業務（職業能力開発業務及び雇用開発業務）を単位とする 
 「平成２２年度一般勘定における施設別ヷ事業別支出経費の内訳」の公表に向け準備を行った 
②「平成２２年度財務諸表の概要」、「独立行政法人の会計処理」を作成し、ホヸムペヸジにて公表 
③「平成２２年度財務諸表の概要」においては、東日本大震災による影響額について記載し、 
 決算情報を充実 
 

ヷポリテクセンタヸいわき外１施設の敷地の 
一部を譲渡 
                    

ヷ職員宿舎１５施設を売却 他 

 訓練科名、訓練内容、募集定員、就職実績などを、 
画像を織り交ぜながらわかりやすく提供 

 平成２２年度業務実績概況について、ホヸムペヸジで公表 

 機構業務の活用事例【利用者の声】や機構業務に 
関する新聞ヷ雑誌記事等を随時更新 
 携帯サイトのＱＲコヸドやデジタルパンフレットを
トップペヸジに掲載して機構業務の周知を図った 

   訓練コヸスの紹介 

   業務実績概況の公表 

   ホヸムペヸジの充実 

   機構が取り扱う業務の制度 
   変更等に係る情報の迅速な公開 

 実績 

ホヸムペヸジ 
アクセス件数 

１，０２３万件 
 

（平成18年度と比べて 

６６％増） 

平成２２年度実績 

 

 

【参 考】 

約７０％増（480万件） 
（前年同期実績 530万件） 

平成２３年度実績 
対１８年度同期増加率 

数値目標 
平成１８年度を基準として 

１０％以上増 

実施件数 
１，５２５件 

（前年同期実績 1,845件） 

＜アクセス件数内訳＞ 
◇職業訓練ヷ助成金制度等  
 約７割 

  

0 

100 

200 

300 

400 

500 

H18上半期 H23上半期 

283 

480 

ホヸムペヸジアクセス件数 

（万件）  70％
ＵＰ 

  

0 

2,000 

4,000 

H21 H22 H23 

3,476 3,836 

1,525 

施設設備の開放 

（上半期） 

（件）  
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● 財形融資について、累積欠損金の解消に向け、収益改善及び業務経費の削減等に関する具体的な計画を策定し、当該計画を着実に実行したか。 
● 金融機関等との連携を通じて債権の適正な管理に努めたか。 
● 雇用促進融資について、金融機関等との連携を通じて債権の適正な管理を行うとともに、リスク管理債権の回収ヷ処理に努め、償還計画どお 
    り、財政投融資への着実な償還を行ったか。 
● 雇用促進住宅について、平成３３年度までに譲渡ヷ廃止を完了するため、譲渡等を着実に推進したか。 
● 譲渡ヷ廃止が完了するまでの間は、独立採算による合理的な経営に努めたか。 
● 雇用失業情勢にかんがみ必要と認められる間、解雇等に伴い住居を喪失した求職者の支援策として、平成２０年度までに廃止決定した住宅を含 
    め、最大限活用を図ったか。 
● 運営費交付金について、収益化基準に従って適正に執行したか。 
● 関連公益法人との関係について、透明性確保に向けた見直しを図っているか。 
● 短期借入金の限度額を超えなかったか。また、借入を行う理由は適切であったか。 
● 中期計画に基づく予算を作成し、当該予算範囲内で予算執行を行ったか。 
● 剰余金の使途は適切であったか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１７ 予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 

【自己評価 ： Ａ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】
【自己評価 ： Ｂ（勤労者退職金共済機構）】 
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（財形融資） 
累積欠損金の
解消に向けた
計画の策定と
実行 

評価の視点 １ 
 

金融機関との
連携と適正な
債権管理 

 評価シヸト１７ 予算、収支計画、資金計画、短期借入金、剰余金 

  累積欠損金の解消、  
  適正な債権管理 

 実績 

 

ヷ当期利益２８億円（４８億円）を計上 
ヷ累積欠損金は４３億円（７１億円）に減尐 
ヷ債務者及び抵当物件に係る情報収集及び 
現状把握等債権の適正な管理に努めるとと
もに各（再）受託機関に対し、連携強化に
向けた文書を発出した。 
 
 

雇用促進融資に
おける適正な 
債権管理と 
財政投融資への
着実な償還 

評価の視点 ２ 
 

   債権管理ヷ財政 
   投融資への償還 

 実績 

ヷ債権管理業務を受託している金融機関に 
対し連携強化に向けた文書を発出。 
また、業務指導を実施し、現状の把握等適正な
管理に努めるとともに、債権の回収ヷ処理に 
努めた。  

  業務指導回数 ９回 

ヷ財政投融資への償還に関しては、約定どおり
の償還を行った 

 償還額：元金 10億円（２２億円） 

      利息  ３億円（８億円） 

0 
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200 

250 

H19 H20 H21 H22 H23 

225億 

175億 

120億 

71億 
43億 

累積欠損金 

※１ H23については9月末時点の金額 
※２ H19～H22については、年度末時点の金額 

40％減 

0 

100 

200 

300 

H19 H20 H21 H22 H23 

22４億 

1９８億 

1７４億 

１５２億 

１４１億 

財政融資資金借入金残高 

※１ H23については9月末時点の金額 
※２ H19～H22については、年度末時点の金額 

（勤退機構） 

（勤退機構） 
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(雇用促進住宅) 
平成33年度までに、
譲渡･廃止を完了する
ため、雇用促進住宅の
譲渡等の着実な推進 

評価の視点 ３ 
 

売却を加速化する
ための具体的方策 

  譲渡ヷ廃止状況 

 実績 

 実績 

(雇用促進住宅) 
独立採算による 
合理的な経営 

評価の視点 ４ 
 

競争性のある 
入札方式への移行
と計画修繕の廃止
による委託費の 
大幅な削減 

 

ヷ更なる民間参入を促進するため、平成２２年度の４７都道
府県単位から、住宅数の多い都道府県を更に分割し、全国 
６２単位で最低価栺落札方式による一般競争入札を実施。 
 

 ※ 委託費は年間契約であるため、削減額は算出できない。 

  
（参考（平成２２年度実績）） 
ヷ平成２２年度は修繕費等の廃止により平成２１年度と比べ
５３億円を削減  

  H2２年度委託費 １２３億円 
        ＜管理運営費３８億円、修繕費等８５億円＞ 

  管理運営業務の 
  委託方式の見直し 

1,200 

1,250 

1,300 

1,350 

1,400 

1,450 

1,500 

1,550 

1,530  

1,517  

1,497  

1,415  

1,345  

1,333  

住宅数 

13％減 

50 

70 

90 

110 

130 

150 

170 

190 

210 

H20 H21 H22 

208億 

176億 

123億 

（参考）委託費  

３０％減 

H18    H19    H20    H21    H22    H23 
（参考） （上半期） 

 

ヷ１２住宅の譲渡等を実施（平成22年度実績 ７０住宅） 

（地方公共団体に対する譲渡６住宅、退去完了６住宅） 
 

ヷ譲渡ヷ売却等の見込み 
 地方公共団体 ヷヷヷ ８５住宅について意向表明あり。 
 （平成2３年度末所有住宅数：１，３３３住宅、３，406棟） 
（平成22年度実績 1,345住宅、3,434棟） 
 

ヷ民間への売却業務の委託は、平成20年7月29日より実施 

（高障求機構） 

（高障求機構） 
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３１３戸 

（雇用促進住宅） 
解雇等に伴い住居
を喪失した求職者
への支援策として
の住宅の最大限の
活用 
 

評価の視点 ５ 
 

  解雇等により住居を喪失した者  
 （緊急一時入居者）への貸不 

 実績 

  

入居決定  １０，２１５戸 
（平成20年12月15日～23年9月末現在） 

  

入居戸数  ４，３３３戸 
（平成23年9月末現在） 

静岡県、滋賀県、愛知県、千葉県、岡山県 

（※平均家賃 月額３１，０２０円） ※入居決定の多い都道府県 

  入居受入開始からの累計（平成23年3月16日～平成23年９月30日現在） 

 
 

入居決定戸数 6,783戸 
 
 
 

全入居決定戸数 
（入居先４５都道府県）のうち、 
岩手、宮城、福島に約５割が入居 

    

【参考】東日本大震災等による被災者等への貸不 
緊急一時入居戸数の分布図（都道府県別） 

283戸 

207戸 

１86戸 

334戸 

288戸 266戸 

１21戸 

１11戸 

327戸 

１60戸 

１37戸 １04戸 

269戸 
276戸 

１03戸 

        0 
  １ ～  ９９ 
１００ ～ １４９ 

１５０ ～ １９９ 
２００ ～ ２９９ 
３００ ～  

 

分 布 図 単位：（件） 

（高障求機構） 
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運営費交付金の 
収益化基準による
適正な執行 

評価の視点 ６ 
 

関連公益法人との 
関係について、 
透明性確保に向けた
見直し 

評価の視点 ７ 
 

短期借入金の 
限度額内の借入と 
適切な借入理由 

評価の視点８ 

 

中期計画に基づく 
予算作成及び 
当該予算範囲内での
予算執行 

評価の視点９ 
 

剰余金の適切
な使途 

評価の視点 10 
 

ヷ運営費交付金の収益化については、一般管理費の一部について 
 期間進行基準、その他の経費について費用進行基準を採用し適正な 
 執行を行った。 

ヷ独立行政法人会計基準第128に基づき、財務諸表附属明細書に 
 より関連公益法人等に関する情報を開示している。 

ヷ平成２３年度の予算、収支計画及び資金計画に対しての予算執行  
 等の実績は、決算報告書及び財務諸表のとおりであり、中期計画  
 に基づく予算の範囲内で執行を行った。 

ヷ前年度に剰余金は発生していないことから、剰余金の使用実績は 
 なかった。 

実績 

実績 

実績 

実績 

実績 
（高障求機構） 

（高障求機構） 

（勤退機構） 
（高障求機構） 

（高障求機構） 

（高障求機構） 
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ヷ勤労者財産形成業務については、資金繰り上、発生した資金丌足 
 に対するつなぎ資金として、借入限度額の範囲内で、適切に借入  
 を行った。 
     借入限度額 ５８５億円（５８５億円） 

     借入額   ２１０億円（３４７億円） 

ヷ運営費交付金については、借入実績なし。 



● 常勤職員数について平成１８年度末に比べて期末において６００名以上削減したか。 
● 施設ヷ設備の老朽化等を踏まえ、計画的な修繕等を行ったか。 
● 前期中期目標期間繰越積立金は、介護労働者福祉業務、雇用促進融資業務及び宿舎等業務に充てたか。 

◇  評価の視点  ◇ 

評価シヸト１８ 人員、施設ヷ設備、積立金の処分 

【自己評価 ： Ａ（高齢ヷ障害ヷ求職者雇用支援機構）】 
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（人） 

2,500 

3,000 

3,500 

4,000 

4,090 
3,920 

3,808 
3,677 

3,560 

3,117 

常勤職員数の削減状況 

H18    H19    H20    H21    H22 H23（上半期）

△530 

 評価シヸト１８ 人員、施設ヷ設備、積立金の処分 

中期計画最終年度
までに、 
常勤職員数を 
平成１８年度末
（4,090名） 
と比べて、 
600名削減 

評価の視点 １ 

老朽化等を 
踏まえた施設ヷ
設備の計画的な
修繕 

評価の視点 2 

前中期目標期間
繰越積立金の 
処分 

評価の視点 ３ 実績 

△170 △282 
△413 

△973 

職員数の削減 

 

ヷ雇用促進融資業務積立金は、当該業務経費に充てた。  
ヷ宿舎等勘定積立金は、取り崩しを行っていない。 
 

９７３名削減 
（平成22年度実績 530名） 

常勤職員数 
の削減 

ヷ施設の老朽化等の現況調査結果を踏まえ、実習場の建替（４件）、受変電設備（6件）、給水
設備（２件）、消火設備（１件）、空調設備（３件）の更新等を計画し、これを実施した。 
 また、東日本大震災により被災した施設の復旧工事（２件）を追加で実施した。 

実績 
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